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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第19期
第２四半期
連結累計期間

第20期
第２四半期
連結累計期間

第19期

会計期間
自　平成29年７月１日
至　平成29年12月31日

自　平成30年７月１日
至　平成30年12月31日

自　平成29年７月１日
至　平成30年６月30日

売上高 (千円) 1,176,930 2,273,722 3,786,769

経常利益 (千円) 88,460 467,724  1,194,549

親会社株主に帰属する四半期（当
期）純利益

(千円) 70,304 382,372 1,071,626

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 72,134 421,423  1,072,797

純資産額 (千円) 1,593,622 3,468,642 2,601,298

総資産額 (千円) 1,941,066 8,791,234 3,221,819

１株当たり四半期（当期）純利益金
額

(円) 8.05 43.20 122.56

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額

(円) 8.00 42.78 121.23

自己資本比率 (％) 81.1 39.2 80.2

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △9,728 △184,483 926,255

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △144,981 △3,453,309 △250,139

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 26,400 3,304,505 101,937

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高

(千円) 671,074 1,243,350 1,578,700
 

　

回次
第19期
第２四半期
連結会計期間

第20期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

自　平成30年10月１日
至　平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 5.96 22.89
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等を含んでおりません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、当社は平成30年７月２日にプレミア証券株式会社の全株式を取得し完全子会社化したこと及び平成30年10

月17日に当社の子会社（OKfinc LTD.）が、Octave Tech Investment S2 LLCへ全額出資し、同社は当社の子会社

（孫会社）となったことから、連結の範囲に含めております。
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第２ 【事業の状況】
　

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

①　全般的概況

　当第２四半期連結累計期間（平成30年７月１日～平成30年12月31日）における売上高は、すべての事業で増収を

達成しました。コンシューマー・サービス事業においてはブロックチェーン導入・運用コンサルテーションならび

にマーケティングサポートが大きく伸長したことに加え、エンタープライズ・ソリューション事業においては法人

向け主力製品「OKBIZ.（オウケイビズ）」の売上が堅調に拡大しています。インバウンド・ソリューション事業も

増収を達成しました。フィンテック事業も順調に売上を伸ばし、連結では2,273,722千円（前年同期比93.2％増)と

なりました。

　営業利益においては、とりわけ子会社における専門性の高い付加価値サービスの提供や開発案件による原価構造

の改善をはじめ、業務効率の改善、外注費や広告宣伝費等の適正な運用を継続して進めることで、587,953千円

（前年同期比498.5％増）、経常利益は467,724千円(前年同期比428.7％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益

は382,372千円（前年同期比443.9％増）と全てにおいて前年同期を大きく上回る増益となりました。
　

 
当第２四半期
連結累計期間
(千円)

前第２四半期連結累計期間比

増減額(千円) 増減率(％)

売上高 2,273,722 1,096,792 ＋93.2

営業利益 587,953 489,715 ＋498.5

経常利益 467,724 379,264 ＋428.7

親会社株主に帰属する

四半期純利益
382,372 312,067 ＋443.9

 

　

②　セグメントの概況

　セグメント別の状況は以下のとおりであります。

　なお、第１四半期より、企業戦略を明確化することを目的として、従来「ナレッジインテリジェンス事業」と

表示していたセグメントの名称を「コンシューマー・サービス事業」に「多言語CRM事業」と表示していたセグ

メントの名称を「インバウンド・ソリューション事業」にそれぞれ変更しております。当該変更は名称変更のみ

であり、セグメント情報に与える影響はありません。また、各事業分野のセグメント利益は、全社費用550,633

千円（前年同期303,974千円）を含まない額であります。

 
・コンシューマー・サービス事業の概況

　コンシューマー・サービス事業では、日本初、最大級のQ&Aサイト「OKWAVE」、3,000名以上の専門家が質問者

に回答する「OKWAVE Professional」などのサービスを運営しており、感謝されている人を可視化し、賛同企業

等からの優待が受けられる新たな経済圏「感謝経済」プラットフォームを構築しています。「感謝経済」プラッ

トフォームには「OKWAVE」ならびに新サービス「OKWAVE GRATICA」が連動しています。

　また、グループ会社OKfinc LTD.がブロックチェーン導入・運用コンサルテーションを提供し、当社はブロッ

クチェーン運用のためのマーケティングサポートサービスを提供しています。

　当第２四半期連結累計期間においては、前期にマレーシアに設立したグループ会社OKfinc LTD.によるブロッ

クチェーン導入・運用コンサルテーションの提供、ならびに当社がQ&Aサイト「OKWAVE」の運営で培ってきたノ

ウハウに基づく、マーケティングサポートのクライアント数が拡大し、売上高、セグメント利益ともに前年同期

を大きく上回りました。

　以上の結果、業績は次のとおりとなりました。
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当第２四半期
連結累計期間
(千円)

前第２四半期連結累計期間比

増減額(千円) 増減率(％)

　売上高 367,324 178,975 ＋95.0

　セグメント利益 109,637 164,212 ―
 

 

・エンタープライズ・ソリューション事業の概況

エンタープライズ・ソリューション事業では、FAQ（よくある質問）を作成、編集、公開する一連の流れを搭

載した、特許技術を有するシステム「OKBIZ.」等、企業向けのソリューションを提供しています。また当事業の

ビジネスモデルは、「OKBIZ.」導入に際する初期構築費と月額利用料ならびに利用量に応じた従量課金にて構成

しております。

これは「サブスクリプション（定期購読型ビジネス）」と呼ばれ、企業経営にとって安定性をもたらすビジネ

スモデルとして注目されています。当社は、解約を防止し月額収入を維持するための仕組みである「リテンショ

ンビジネス」体制を構築しています。

　当第２四半期連結累計期間においては、新規受注が堅調に推移し、とくに当期の成長戦略であるパートナービ

ジネスの拡大による間接販売の拡大により売上高、セグメント利益は、引き続き増収増益を達成しました。

以上の結果、業績は次のとおりとなりました。

 

 
当第２四半期
連結累計期間
(千円)

前第２四半期連結累計期間比

増減額(千円) 増減率(％)

　売上高 875,704 195,394 ＋28.7

　セグメント利益 410,401 34,286 ＋9.1
 

 

・インバウンド・ソリューション事業の概況

インバウンド・ソリューション事業は、グループ会社の株式会社ブリックスにて運営している24時間365日体

制の多言語コンタクトセンターです。

当第２四半期連結累計期間におきましては、訪日外国人客の増加や東京五輪開催決定を追い風に、行政機関や

地方自治体、医療分野、鉄道などの案件が増加しております。これにより多言語コンタクトセンターの基幹サー

ビスである電話通訳や、通訳業務委託の新規受注に至るなど、堅調に本業の成長が図られたことにより、売上

高、セグメント利益は引き続き増収増益を達成しました。

以上の結果、業績は次のとおりとなりました。

 

 
当第２四半期
連結累計期間
(千円)

前第２四半期連結累計期間比

増減額(千円) 増減率(％)

　売上高 371,888 63,616 ＋20.6

　セグメント利益 92,188 11,515 ＋14.3
 

 

・フィンテック事業の概況

前第４四半期連結会計期間から新規事業として開始したフィンテック事業では、企業・団体からの受託によ

り、グループ会社OKfinc LTD.がブロックチェーンの戦略的設計を行い、同じくグループ会社OK BLOCKCHAIN

CENTRE SDN. BHD.がシステムの開発を行っております。

　当第２四半期連結累計期間においては、ブロックチェーン・ベースのシステム開発案件を継続的に受託し、売

上、セグメント利益を拡大することができました。大規模な受託開発が可能なブロックチェーン開発会社や技術

者は世界的にも多くはなく、利益率の高い収益を計上することができています。

以上の結果、業績は次のとおりとなりました。
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当第２四半期
連結累計期間
(千円)

前第２四半期連結累計期間比

増減額(千円) 増減率(％)

　売上高 658,805 658,805 ― 

　セグメント利益 526,361 526,361 ― 
 

 

(2) 財政状態の分析

(ア)資産

　当第２四半期連結会計期間末における資産残高は、主にプレミア証券株式会社を新たに連結対象としたことによ

り「現金及び預金」が減少したものの、「証券業における短期差入保証金」及び「証券業における信用取引資産」

等の資産が計上されたこと、ならびに「前払金」が増加し「のれん」が計上されたことにより8,791,234千円（前

連結会計年度末比5,569,415千円増加）となりました。

(イ)負債

　当第２四半期連結会計期間末における負債残高は、主にプレミア証券株式会社を新たに連結対象としたことによ

り「証券業における受入保証金」及び「証券業における信用取引負債」等の負債が計上されたこと、ならびに「短

期借入金」および「転換社債型新株予約権付社債」が増加したことにより5,322,592千円（前連結会計年度末比

4,702,071千円増加）となりました。

(ウ)純資産

　当第２四半期連結会計期間末における純資産は、主に「資本剰余金」が減少したものの、「資本金」及び「利益

剰余金」の増加により3,468,642千円（前連結会計年度末比867,344千円増加）となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と比べ

335,350千円減少し、1,243,350千円となりました。また、各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益及び減価

償却費の計上があったものの、売上債権の増加及び未収入金の増加により、184,483千円の支出となりました。

（前年同期は9,728千円の支出）

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、主に固定資産の取得に伴う前払金、

連結の範囲の変更を伴う子会社への出資及び投資有価証券の取得による支出により、3,453,309千円の支出となり

ました。（前年同期は144,981千円の支出）

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金返済による支出があったもの

の、転換社債型新株予約権付社債の発行、株式の発行及び短期借入による収入により、3,304,505千円の収入とな

りました。（前年同期は26,400千円の収入）

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社オウケイウェイヴ(E05587)

四半期報告書

 5/36



 

３ 【経営上の重要な契約等】

 当社は、平成30年10月15日の取締役会において、米国のPalantir Technologies Inc.（以下「Palantir社」）との

間で、業務提携契約の締結を行うことを決議し、平成30年11月14日付で契約を締結しました。

 
　１．契約の目的

　当社は、Palantir社のもつサイバーセキュリティソリューションをもとに、日本およびアジア諸国における仮想

通貨取引所に向けたアンチマネーロンダリング対策サービス（KYC/AML）を中心にした情報セキュリティ事業の共同

展開を同社と進めて参ります。

 
　２．契約の相手先の名称 　Palantir Technologies Inc.

 
　３．契約の締結日 　平成30年11月14日

 
　４．契約の内容

　Palantir社の有するサイバーセキュリティソリューションを、当社が有する販売網、事業網を生かして、日本お

よび特定のアジア諸国の仮想通貨取引所に対して独占的に販売すること、および周辺事業の展開について協議をし

ていくための業務提携契約
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,320,000

計 19,320,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成31年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,981,100 8,981,400
名古屋証券取引所
(セントレックス)

単元株式数
100株

計  8,981,100 8,981,400 ― ―
 

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成31年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権付社債及び新株予約権は、以下のとおりであります。

 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成30年11月９日発行）

決議年月日 平成30年10月15日

新株予約権の数（個）※1 30

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※1 ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
（株）※1

普通株式　762,450株
第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新
株予約権付社間限定同順位特約付）（以下「本新株予約権
付社債」といい、そのうち社債のみを「本社債」とい
う。）に付された新株予約権（以下「本新株予約権」い
う。）の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その
行使により当社が当社普通株式を新たに発行し又はこれに
代えて当社の保有する当社普通株式を処分（以下、当社普
通株式の発行又は処分を当社普通株式の「交付」とい
う。）する数は、行使請求に係る本社債の払込金額の総額
（本社債の総額金2,249,989,950円、各社債の金額金
74,999,665円）を「新株予約権の行使時の払込金額」下記
(1)(ⅵ)二（ロ）に定める転換価額で除した数とする。但
し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金に
よる調整は行わない。

新株予約権の行使時の払込金額（円）※1 2,951

新株予約権の行使期間※1

平成30年11月10日から平成33年11月10日までとする。但
し、以下の期間については、本新株予約権を行使すること
ができない。
（イ）当社普通株式に係る株主確定日、その前営業日及び
前々営業日
（ロ）株式会社証券保管振替機構が必要であると認めた日
（ハ）当社が本社債を繰上償還する場合は、償還日の前銀
行営業日以降
（ニ）当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合に
は、期限の利益を喪失した時以降
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新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）※1

発行価格   2,951
資本組入額 1,476
　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加す
る資本金の額は、会社計算規則第17条の定めるところに　
従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額
とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数
を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本
金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とす
る。

新株予約権の行使の条件※1 　本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項※1
　本新株予約権付社債の譲渡には、取締役会の承認を要
する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項　※1

　当社は、当社が消滅会社となる合併、吸収分割若しくは
新設分割（吸収分割承継会社若しくは新設分割設立会社
が、本新株予約権付社債に基づく当社の義務を引き受ける
場合に限る。）、又は当社が完全子会社となる株式交換若
しくは株式移転又はその他の日本法上の会社組織再編手続
で、かかる手続により本社債に基づく当社の義務が他の株
式会社に引き受けられ又は承継されることとなるもの（以
下「組織再編行為」といいます。）につき当社株主総会
（株主総会決議が不要な場合は、当社取締役会）で承認決
議した場合、償還日の２週間前までに本新株予約権付社債
権者に通知した上で、当該組織再編行為の効力発生日前
に、残存する本社債の全部（一部は不可）を各社債の金額
100円につき115円で償還します。

新株予約権の行使の際に出資の目的とする財産の内容及
び価額※1

　各本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当
該本新株予約権に係る本社債とし、出資される財産の価
額は、当該新株予約権に係る本社債の金額と同額とす
る。

 金銭以外の財産を新株予約権の行使の際に出資の目的
とする場合には、その旨並びに当該財産の内容及び価額

　該当事項はありません。

新株予約権付社債の残高（千円）※1 2,249,989
 

※1　新株予約権付社債の発行時（平成30年11月９日）における内容を記載しております。

 ※2　当該新株予約権付社債は行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。

 
（1）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質

 
(ⅰ) 発行価格

　各本社債の金額100円につき100円（各本社債額面金額74,999,665円）

 
(ⅱ) 発行価額の総額

　2,249,989,950円

 
(ⅲ) 券面額の総額

　2,249,989,950円

 
(ⅳ) 利率

　本社債には利息を付しません。

 
(ⅴ) 償還期限

　イ　本社債は、平成33年11月10日にその総額を本社債の金額100円につき金100円で償還します。
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ロ　当社は、当社が消滅会社となる合併、吸収分割若しくは新設分割（吸収分割承継会社若しくは新設分割設

立会社が、本新株予約権付社債に基づく当社の義務を引き受ける場合に限る。）、又は当社が完全子会社と

なる株式交換若しくは株式移転又はその他の日本法上の会社組織再編手続で、かかる手続により本社債に基

づく当社の義務が他の株式会社に引き受けられ又は承継されることとなるもの（以下「組織再編行為」とい

います。）につき当社株主総会（株主総会決議が不要な場合は、当社取締役会）で承認決議した場合、償還

日の２週間前までに本新株予約権付社債権者に通知した上で、当該組織再編行為の効力発生日前に、残存す

る本社債の全部（一部は不可）を各社債の金額100円につき115円で償還します。

 
ハ　当社は、当社が発行する株式が株式会社名古屋証券取引所（以下「取引所」といいます。）により監理銘

柄（審査中）、特設注意市場銘柄若しくは整理銘柄に指定された場合又は上場廃止となった場合、又は当社

が後記(ⅹⅳ)ホにより期限の利益を喪失した場合には、当該銘柄に指定された日、上場廃止が決定した日又

は期限の利益を喪失した日に、残存する本社債の全部（一部は不可）を各社債の金額100円につき115円で償

還します。

 
二　当社普通株式を全部取得条項付種類株式にする当社の定款の変更の後に、当社普通株式の全てを取得する

旨の当社株主総会の決議がなされた場合、当社の特別支配株主（会社法第179条第１項に定義される。）によ

る当社の他の株主に対する株式売渡請求を承認する旨の当社の取締役会の決議がなされた場合又は上場廃止

を伴う当社普通株式の併合を承認する旨の当社の株主総会の決議がなされた場合（以下「スクイーズアウト

事由」といいます。）、当社は、本新株予約権付社債権者に対して、当該スクイーズアウト事由に係る決議

日から２週間以内に本新株予約権付社債権者に通知した上で、償還日（かかる償還日は、当該スクイーズア

ウト事由に係る当社普通株式の取得日より前で、当該通知の日から14営業日目以降30営業日目までのいずれ

かの日とします。但し、当該通知の日から14営業日目の日よりも前に株式売渡請求に基づく特別支配株主に

よる株式の取得が行われる場合には、かかる償還日は当該株式の取得日よりも前の日に繰り上げられま

す。）に、残存する本社債の全部（一部は不可）を各社債の金額100円につき115円で償還します。

 

ホ　本(ⅴ)に定める償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り上げます。

 
へ　当社は、本新株予約権付社債の発行後いつでも本新株予約権付社債を買い入れることができます。買い入

れた本新株予約権付社債について消却を行う場合、本社債又は本転換社債型新株予約権の一方のみを消却す

ることはできません。

 
ト　当社が本(ⅴ)に従った支払いをする場合、利息制限法に定める制限の範囲内で行われるものとします。

 
(ⅵ) 新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

イ　本社債に付された新株予約権の数

各本社債に付された本転換社債型新株予約権の数は１個とし、合計30個の本転換社債型新株予約権を発行し

ます。

 
ロ　新株予約権と引換えにする金銭の払込みの要否

本転換社債型新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しません。

 
ハ　新株予約権の目的である株式の種類及び数の算定方法

本転換社債型新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その行使により当社が当社普通株式

を新たに発行し又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は処分

を当社普通株式の「交付」といいます。）する数は、行使請求に係る本社債の払込金額の総額を後記ニ(ロ)

に定める転換価額で除した数とします。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調

整は行いません。
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ニ　新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法

(イ)　各本転換社債型新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本転換社債型新株予約権に係る本

社債とし、出資される財産の価額は、当該本転換社債型新株予約権に係る本社債の金額と同額とします。

(ロ)　転換価額は、当初2,951円とします。但し、転換価額は後記(ハ)及び(ニ)の規定に従って修正又は調整

されます。

(ハ)　転換価額の修正

　　平成31年５月９日、平成31年11月９日、平成32年５月９日、平成32年11月９日、平成33年５月９日及び

平成33年11月９日（以下、個別に又は総称して「CB修正日」といいます。）において、当該CB修正日に先

立つ10連続取引日において取引所における当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格の最も低い価額

の90％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額（以下「CB修正日価額」といいます。）が、当

該CB修正日の直前に有効な転換価額を１円以上下回る場合には、転換価額は、当該CB修正日以降、当該CB

修正日価額に修正されます。但し、CB修正日にかかる修正後の転換価額が1,476円（以下「下限転換価額」

といい、後記(ニ)の規定を準用して調整されます。）を下回ることとなる場合には転換価額は下限転換価

額とします。

(ニ)　転換価額の調整

①　当社は、当社が本転換社債型新株予約権の発行後、後記②に掲げる各事由により当社の普通株式数に

変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「新株発行等による

転換価額調整式」といいます。）をもって転換価額を調整します。

      新発行・

処分株式数
×
１株当たりの

払込金額

 

調 整 後

転換価額
＝

調 整 前

転換価額
×

既発行

株式数
＋

 

時　価  

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数  
 

②　新株発行等による転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及び調整後の転換価額の適用時期

については、次に定めるところによります。

(A)　後記⑥(B)に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保

有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含みます。）（但し、新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取

得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及

び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除きます。）

調整後の転換価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当

ての場合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受

ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用します。

(B)　株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後の転換価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用します。

(C)　後記⑥(B)に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求

権付株式又は後記⑥(B)に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる

新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含みます。）を発行又は付与する場合（但し、当

社又はその関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に定める関

係会社をいいます。）の取締役その他の役員又は使用人に新株予約権を割り当てる場合を除きま

す。）調整後の転換価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当

初の条件で行使されたものとみなして新株発行等による転換価額調整式を適用して算出するものと

し、払込期日（新株予約権の場合は割当日)以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これ

を適用します。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の

翌日以降これを適用します。

(D)　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを

含みます。）の取得と引換えに後記⑥(B)に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付

する場合調整後の転換価額は、取得日の翌日以降これを適用します。

EDINET提出書類

株式会社オウケイウェイヴ(E05587)

四半期報告書

10/36



 

(E)　本②(A)乃至(C)の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株主総

会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本②(A)乃至(C)にかかわらず、

調整後の転換価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用します。この場合において、当該

基準日の翌日から当該承認があった日までに本転換社債型新株予約権の行使請求をした新株予約権

者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付します。

 

株式数

 

＝

調 整 前

転換価額
－

調 整 後

転換価額
×

調整前転換価額により

当該期間内に交付された株式数

調整後転換価額
 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとします。

③　当社は、本新株予約権付社債の発行後、後記④に定める特別配当の支払いを実施する場合には、次に

定める算式（以下「特別配当による転換価額調整式」といい、新株発行等による転換価額調整式と併せ

て「転換価額調整式」と総称します。）をもって転換価額を調整します。

調 整 後

転換価額
＝

調 整 前

転換価額
×

時価－１株あたり特別配当

時価

 

 「１株あたり特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る事業年度の最終の基準日における各

社債の金額（金74,999,665円）あたりの本転換社債型新株予約権の目的である株式の数で除した金額を

いいます。１株あたり特別配当の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨

五入します。

④(A)　「特別配当」とは、平成33年11月10日までの間に終了する各事業年度内に到来する配当に係る各

基準日における、当社普通株式１株あたりの剰余金の配当（会社法第455条第２項及び第456条の規

定により支払う金銭を含みます。金銭以外の財産を配当財産とする剰余金の配当の場合には、かか

る配当財産の簿価を配当の額とします。）の額に当該基準日時点における各社債の金額（金

74,999,665円）あたりの本転換社債型新株予約権の目的である株式の数を乗じて得た金額の当該事

業年度における累計額をいいます。

(B)　特別配当による転換価額の調整は、各事業年度の配当に係る最終の基準日に係る会社法第454条又

は第459条に定める剰余金の配当決議が行われた日の属する月の翌月10日以降これを適用します。

⑤　転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が１円未満にとどま

る場合は、転換価額の調整は行いません。但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転

換価額を調整する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額

を差し引いた額を使用します。

⑥(A)　転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入しま

す。

(B)　転換価額調整式で使用する時価は、新株発行等による転換価額調整式の場合は調整後の転換価額

を適用する日（但し、前記②(E)の場合は基準日）又は特別配当による転換価額調整式の場合は当該

事業年度の配当に係る最終の基準日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の取引所における当社普

通株式の普通取引の終値の平均値（終値のない日数を除く。）とします。この場合、平均値の計算

は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入します。

(C)　新株発行等による転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与え

るための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後の転換価額を初め

て適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保

有する当社普通株式を控除した数とします。また、前記②(E)の場合には、新株発行等による転換価

額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当て

られる当社の普通株式数を含まないものとします。

⑦　前記②記載の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約

権付社債権者と協議の上、その承認を得て、必要な転換価額の調整を行います。

(A)　株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために転換価額の調整を必要とすると

き。

(B)　その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生により転換価額の調整を

必要とするとき。
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(C)　転換価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

⑧　転換価額の調整を行うときは、当社は、調整後の転換価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権

付社債権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及びそ

の適用開始日その他必要な事項を書面で通知します。但し、前記②(E)に定める場合その他適用開始日

の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行います。

 
(ⅶ) 新株予約権の総数

　30個

 
(ⅷ) 新株予約権の行使に際して払い込むべき金額

　　各本転換社債型新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本転換社債型新株予約権に係る本社債と

し、出資される財産の価額は、当該本転換社債型新株予約権に係る本社債の金額と同額とします。

 
(ⅸ) 新株予約権の行使期間

　　平成30年11月10日から平成33年11月10日までとします。但し、以下の期間については、本転換社債型新株予

約権を行使することができません。

(イ)当社普通株式に係る株主確定日、その前営業日及び前々営業日

(ロ)株式会社証券保管振替機構が必要であると認めた日

(ハ)当社が、前記(ⅴ)ロ又はハに基づき本社債を繰上償還する場合は、償還日の前銀行営業日以降

(ニ)当社が、後記(ⅹⅳ)ホに基づき本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益を喪失した時

以降

 
(ⅹ) 新株予約権の行使の条件

　各本転換社債型新株予約権の一部行使はできないものとします。

 
(ⅹⅰ) 新株予約権の行使により株券を発行する場合の当該株券の発行価格のうちの資本組入額

　　本転換社債型新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の

定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生

じる場合はその端数を切り上げた額とします。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する

資本金の額を減じた額とします。

 
(ⅹⅱ) 新株予約権の行使時に社債の全額の償還に代えて新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の全額の払

込みがあったものとするときはその旨

　　該当事項はありません。但し、本転換社債型新株予約権１個の行使に際し、当該本転換社債型新株予約権に

係る本社債を出資するものとし、本転換社債型新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本

社債の額面金額と同額とします。

 
(ⅹⅲ) 新株予約権の譲渡に関する事項

　　本新株予約権付社債は会社法第254条第２項本文及び第３項本文の定めにより本社債又は本転換社債型新株予

約権のうち一方のみを譲渡することはできません。

 
(ⅹⅳ) その他

イ　担保・保証の有無

本新株予約権付社債には担保及び保証は付されておらず、また、本新株予約権付社債のために特に留保さ

れている資産はありません。

 
ロ　新株予約権の取得条項

本転換社債型新株予約権の取得条項は定めません。
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ハ　当社は、本転換社債型新株予約権の行使の効力が発生した日以後、遅滞なく振替株式の新規記録又は自己

株式の当社名義からの振替によって株式を交付します。

 
ニ　担保提供制限

当社は、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新株予約権付社債発行後、当社が国内で今後

発行する他の転換社債型新株予約権付社債に担保権を設定する場合には、本新株予約権付社債のためにも、

担保付社債信託法に基づき、同順位の担保権を設定します。なお、転換社債型新株予約権付社債とは、会社

法第２条第22号に定められた新株予約権付社債であって、会社法第236条第１項第３号の規定に基づき、新株

予約権の行使に際して、当該新株予約権に係る社債を出資の目的とすることが新株予約権の内容とされたも

のをいいます。

 
ホ　期限の利益喪失に関する特約

　当社は、次のいずれかの事由が発生した場合には、本社債につき期限の利益を喪失します。

(イ)当社が前記(ⅴ)の規定に違背し、３銀行営業日以内にその履行がなされないとき。

(ロ)当社が前記(ⅵ)ニ(ハ)若しくは(ニ)、前記ハ又は前記ニの規定に違背し、本新株予約権付社債権者から

是正を求める通知を受領したのち30日を経過してもその履行又は是正をしないとき。

(ハ)当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、又は期限が到来してもその弁済をすることがで

きないとき。

(ニ)当社が、社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失し、若しくは期限が到来してもその弁済をす

ることができないとき、又は当社以外の社債若しくはその他の借入金債務に対して当社が行った保証債

務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行をすることができないとき。但し、当該債務

の合額（邦貨換算後）が５億円を超えない場合は、この限りではありません。

(ホ)当社が、当社の破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別清算開始の申立てを

し、又は当社の取締役会において解散（合併の場合を除く。）の議案を株主総会に提出する旨の決議を

行ったとき。

(ヘ)当社が破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生法手続開始の決定又は特別清算開始の命令を

受けたとき。

 
（2）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項

(イ)　割当予定先への割当を予定する本新株予約権付社債の発行については、下記事項を満たしていること等を

条件とします。

①　本買取契約に定める当社の表明保証が重要な点において正確であり、当社が重要な誓約事項を遵守

していること

②　本新株式、本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行につき、差止命令等がなされていないこと

③　当社株式が上場廃止となっていないこと

④　当社について重大な悪影響となる事象が生じていないこと

⑤　当社が割当予定先に対し、当社に関する未公表の重要事実を伝達していないこと

 
(ロ)　各CB修正日において、前記(イ)③乃至⑤に定める条件が充足され、かつ、修正後の転換価額が下限転換価

額を上回ることを条件として、割当予定先は、本社債のうち、本社債の総額の６分の１に相当する額又は残

存する本社債の総額のうちいずれか低い額に係る部分（以下「本対象部分」といいます。）を、当社普通株

式に転換するものとします。ただし、割当予定先は、当該CB修正日の前営業日までに書面により通知するこ

とにより、かかる転換の全部又は一部を、次回以降のCB修正日に繰り延べることができます。なお、最終の

CB修正日である平成33年11月９日において、前記(イ)③乃至⑤に定める条件が充足され、かつ、修正後の転

換価額が下限転換価額を上回ることを条件として、割当予定先は、かかる繰り延べられた本対象部分及び残

存する本社債の総額を、当社普通株式に転換するものとし、この場合において繰り延べは行われません。

(ハ)　各CB修正日において、修正後の転換価額が下限転換価額以下となる場合、当社は、本対象部分を、各社債

の金額100円につき108円で償還しなければなりません。ただし、割当予定先は、当該CB修正日の前営業日ま

でに書面により通知することにより、かかる償還の全部又は一部を、次回以降のCB修正日に繰り延べること

ができます。
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(ニ)　各CB修正日において前記(イ)③乃至⑤に定める条件が充足され、かつ、修正後の転換価額が下限転換価額

を上回ることを条件として、当社は、割当予定先に対して10日前までに書面により通知することにより、当

該CB修正日において、本社債のうち本対象部分を、本対象部分の額面金額を当該CB修正日における転換価額

で除して得られる数に、当該CB修正日に先立つ10連続取引日において取引所における当社普通株式の普通取

引の売買高加重平均価格の最も低い額を乗じた額に相当する金額で償還することができます。この場合、当

該CB修正日において前記(ロ)の転換は行われません。

(ホ)　平成30年11月30日までに前記(8)(ⅱ)（注）５記載のエスクロー口座からの資金の引出条件が充足されな

い場合には、残存する本社債の全部を各社債の金額100円につき100円で償還しなければなりません。

 
第15回新株予約権（平成30年10月31日発行）

決議年月日 平成30年10月15日

新株予約権の数（個）※1 4,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※1 ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
（株）※1

普通株式　400,000株

新株予約権の行使時の払込金額（円）※1 2,951

新株予約権の行使期間※1 平成31年２月１日～平成33年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）※1

発行価格   2,951
資本組入額 1,476
　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加す
る資本金の額は、会社計算規則第17条の定めるところに
従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額
とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数
を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本
金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とす
る。

新株予約権の行使の条件※1 　本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項※1 　本新株予約権の譲渡には、取締役会の承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※
1

―

新株予約権の行使の際に出資の目的とする財産の価額※
1

　各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭と
し、その価額は、行使価額に割当株式数を乗じた額とす
る。

金銭以外の財産を新株予約権の行使の際に出資の目的と
する場合には、その旨並びに当該財産の内容及び価額

　該当事項はありません
 

※1　新株予約権の発行時（平成30年10月31日）における内容を記載しております。

 ※2　当該新株予約権は行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。

 
（1）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質

 
(ⅰ) 発行数

　4,000個

 

(ⅱ) 発行価格

　１個当たり1,886円（本新株予約権の目的である株式１株当たり18.86円）

 

(ⅲ) 発行価額の総額

　7,544,000円

 

(ⅳ) 新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

イ　本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式400,000株とします（本新株予約権１個当

たりの目的たる株式の数（以下「割当株式数」といいます。）は100株とします。）。但し、後記ロ乃至ニに

より割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて

調整されるものとします。
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ロ　当社が後記(ⅴ)ハの規定に従って行使価額（後記(ⅴ)イ(ロ)に定義します。）の調整を行う場合には、割

当株式数は次の算式により調整されます。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。なお、

かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、後記(ⅴ)ハに定める調整前行使価額及び調整後

行使価額とします。

調整後割当株式数 ＝
調整前割当株式数 × 調整前行使価額

調整後行使価額
 

ハ　調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る後記(ⅴ)ハ(ロ)、(ホ)及び(へ)による行使価額の調整

に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とします。

 
ニ　割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後の割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権

者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日

その他必要な事項を書面で通知します。但し、後記(ⅴ)ハ(ロ)⑤に定める場合その他適用開始日の前日まで

に上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行います。

 

(ⅴ) 新株予約権の行使に際して払い込むべき金額

イ　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

(イ)　各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を乗

じた額とします。

(ロ)　本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使価額」とい

います。）は、当初2,951円とします。

(ハ)　全ての本新株予約権が行使された場合の払込金額の総額は、1,180,400,000円（注）です。

（注）当初行使価額で全ての本新株予約権が行使されたと仮定した場合の金額であります。行使価額が修正又

は調整された場合には、調達資金の額は増加します。また、本新株予約権の行使期間内に行使が行われ

ない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、調達資金の額は減少します。

 

ロ　行使価額の修正

　行使価額は、平成31年４月30日、平成31年10月31日、平成32年４月30日、平成32年10月31日、平成33年４

月30日及び平成33年10月30日（以下、個別に又は総称して「修正日」といいます。）において、当該修正日

に先立つ10連続取引日において取引所における当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格の最も低い価

額の90％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額及び4,427円（後記ハの規定を準用して調整され

ます。）のいずれか低い価額に修正されます。但し、修正日にかかる修正後の行使価額が2,951円（以下「下

限行使価額」といい、後記ハの規定を準用して調整されます。）を下回ることとなる場合には行使価額は下

限行使価額とします。

 

ハ　行使価額の調整

(イ)　当社は、当社が本新株予約権の発行後、後記(ロ)に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生

じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」といいま

す。）をもって行使価額を調整します。

      新発行・

処分株式数
×
１株当たりの

払込金額

 

調 整 後行

使価額
＝

 調 整 前

行使価額
×

既発行株

式数
＋

 

時　価  

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数  
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(ロ)　行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後の行使価額の適用時期については、次に定

めるところによります。

①　後記(ニ)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有す

る当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含みます。）（但し、新株予約権（新株予約

権付社債に付されたものを含みます。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他

当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株

式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除きます。）

調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての

場合はその効力発生日とします。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権

利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用します。

②　株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後の行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用します。

③　後記(ニ)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付

株式又は後記(ニ)②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含みます。）を発行又は付与する場合（但し、当社又はその関

係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に定める関係会社をいいま

す。）の取締役その他の役員又は使用人に新株予約権を割り当てる場合を除きます。）

調整後の行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で

行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（払込期間を定めた

場合にはその最終日とし、新株予約権の場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以

降これを適用します。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日

の翌日以降これを適用します。

④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含み

ます。）の取得と引換えに後記(ニ)②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合

調整後の行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

⑤　本(ロ)①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株主総会、

取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本(ロ)①乃至③にかかわらず、調整後の

行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用します。この場合において、当該基準日の翌日

から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法

により、当社普通株式を交付します。

 

株式数

 

＝

調 整 前

行使価額
－

調 整 後

行使価額
×

調整前行使価額により

当該期間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとします。

(ハ)　行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる

場合は、行使価額の調整は行いません。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価

額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し

引いた額を使用します。

(ニ) ①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入します。

②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始

まる30取引日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終値のない日数を除きま

す。）とします。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入

します。

③　行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある

場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後の行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の

日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した

数とします。また、前記(ロ)⑤の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日

において当社が有する当社普通株式に割当てられる当社の普通株式数を含まないものとします。
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(ホ)　前記(ロ)の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者

と協議の上、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行います。

①　株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。

②　その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生により行使価額の調整を必要

とするとき。

③　行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(へ)　前記(ロ)の規定にかかわらず、前記(ロ)に基づく調整後の行使価額を初めて適用する日が前記ロに基づ

く行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な行使価額及び下限行使価額の調整を行います。

(ト)　行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後の行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者

に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用開始日

その他必要な事項を書面で通知します。但し、前記(ロ)⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上

記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行います。

 
(ⅵ) 新株予約権の行使期間

　平成31年２月１日から平成33年10月31日までとします。

 
(ⅶ) 新株予約権の行使の条件

　各本新株予約権の一部行使はできません。

 
(ⅷ) 新株予約権の行使により株券を発行する場合の当該株券の発行価格のうちの資本組入額

　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定めるところ

に従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその

端数を切り上げた額とします。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じ

た額とします。

 
(ⅸ) 新株予約権の譲渡に関する事項

　該当事項はありません。

 
(ⅹ) その他（本新株予約権の買取り）

イ　当社は、当社が消滅会社となる合併、吸収分割若しくは新設分割（吸収分割承継会社若しくは新設分割設

立会社が、本新株予約権に基づく当社の義務を引き受ける場合に限ります。）、又は当社が完全子会社とな

る株式交換若しくは株式移転又はその他の日本法上の会社組織再編手続で、かかる手続により本新株予約権

に基づく当社の義務が他の株式会社に引き受けられ又は承継されることとなるもの（以下「本新株予約権組

織再編行為」といいます。）につき当社株主総会（株主総会決議が不要な場合は、当社取締役会）で承認決

議した場合、買取日の２週間前までに本新株予約権者に通知した上で、当該本新株予約権組織再編行為の効

力発生日前に、ブラックショールズ価格（後記ニに定義します。以下同じです。）で本新株予約権を買い取

るものとします。

ロ　当社は、次のいずれかの事由が発生した場合には、当該事由が発生した日に、本新株予約権者からブラッ

クショールズ価格で本新株予約権を買い取るものとします。

(イ)　当社が発行する株式が取引所により監理銘柄（審査中）、特設注意市場銘柄若しくは整理銘柄に指定

された場合又は上場廃止となったとき。

(ロ)　当社が前記(ⅴ)ロ又は前記(ⅴ)ハの規定に違背し、本新株予約権者から是正を求める通知を受領した

のち30日を経過してもその履行又は是正をしないとき。

(ハ)　当社が社債について期限の利益を喪失し、又は期限が到来してもその弁済をすることができないと

き。

(ニ)　当社が、社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失し、若しくは期限が到来してもその弁済を

することができないとき、又は当社以外の社債若しくはその他の借入金債務に対して当社が行った保証

債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行をすることができないとき。但し、当該債

務の合計額（邦貨換算後）が５億円を超えない場合は、この限りではありません。
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(ホ)　当社が、当社の破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別清算開始の申立て

をし、又は当社の取締役会において解散（合併の場合を除く。）の議案を株主総会に提出する旨の決議

を行ったとき。

(ヘ)　当社が破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生法手続開始の決定又は特別清算開始の命令

を受けたとき。

ハ　スクイーズアウト事由が発生した場合、当社は、本新株予約権者に対して、当該スクイーズアウト事由に

係る決議日から２週間以内に本新株予約権者に通知した上で、買取日（かかる買取日は、当該スクイーズア

ウト事由に係る当社普通株式の取得日より前で、当該通知の日から14営業日目以降30営業日目までのいずれ

かの日とします。但し、当該通知の日から14営業日目の日よりも前に株式売渡請求に基づく特別支配株主に

よる株式の取得が行われる場合には、かかる買取日は当該株式の取得日よりも前の日に繰り上げられま

す。）に、ブラックショールズ価格で本新株予約権を買い取るものとします。

ニ　「ブラックショールズ価格」とは、ブラック・ショールズ・モデルに基づき、当社及び本新株予約権者の

双方が合理的に満足する方法として別途合意される算定方法により算出される本新株予約権の公正価額をい

います。

 

EDINET提出書類

株式会社オウケイウェイヴ(E05587)

四半期報告書

18/36



 

（2）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項

本買取契約において、割当予定先への割当を予定する本新株予約権の発行については、下記事項を満たしている

ことが定められています。

①　本買取契約に定める当社の表明保証が重要な点において正確であり、当社が重要な誓約事項を遵守

していること

②　本新株式、本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行につき、差止命令等がなされていないこと

③　当社株式が上場廃止となっていないこと

④　当社について重大な悪影響となる事象が生じていないこと

⑤　当社が割当予定先に対し、当社に関する未公表の重要事実を伝達していないこと

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年10月31日
(注)１

188,200 8,980,800 249,929  1,248,739 249,929  258,956

平成30年10月１日～
平成30年12月31日
(注)２

 300  8,981,100  77  1,248,816  77  259,034

 

 （注）１　平成30年10月31日を払込期日とする有償第三者割当による新株式発行によるものであります。

　　　 発行価格　2,656円 資本組入額　1,328円

　割当先 CVI Investments, Inc.

２　新株予約権の行使による増加であります。
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(5) 【大株主の状況】

平成30年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

兼　元　謙　任 東京都町田市 2,142,317 23.85

BNYM AS AGT/CLTS NON TREATY 
JASDEC　(常任代理人　株式会
社三菱UFJ銀行)

225 LIBERTY STREET, NEW YORK, NY
10286, UNITED STATES（東京都千代田区
丸の内2丁目7-1　決済業務部）

 621,700 6.92

福　田　道　夫 東京都目黒区 231,337  2.58

新　川　浩　二 愛知県名古屋市千種区 223,000 2.48

ML PRO SEGREGATION ACCOUNT
（常任代理人　メリルリンチ日
本証券株式会社）

THE CORPORATION TRUST COMPANY
CORPORATION TRUST CENTER 1209 ORANGE
ST WILMINGTON DELAWARE USA　（東京都
中央区日本橋１丁目4-1　日本橋一丁目
三井ビルディング）

188,200 2.10

杉　浦　　　元 東京都江東区 155,000  1.73

野　崎　正　徳 神奈川県横浜市緑区 133,317 1.48

株式会社ブイ・シー・エヌ 東京都渋谷区恵比寿西一丁目8-1 130,000 1.45

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2-10 126,400 1.41

三菱UFJモルガン・スタンレー
証券株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目5-2  123,600 1.38

計 ―  4,074,871 45.37
 

(注)　兼元謙任氏、福田道夫氏及び野崎正徳氏の所有株式数は、役員持株会を通じて所有している持分を含めた実質

所有株式数を記載しております。

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)  普通株式  8,979,100  89,791 ―

単元未満株式  普通株式      2,000 ―
１単元（100株）
未満の株式

発行済株式総数 8,981,100 ― ―

総株主の議決権 ―  89,791 ―
 

　(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式86株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年７月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、監査法人銀河による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社オウケイウェイヴ(E05587)

四半期報告書

21/36



１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成30年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,578,700 1,246,016

  受取手形及び売掛金 730,356 907,604

  商品及び製品 8,500 18,650

  仕掛品 6,908 986

  保管有価証券 － 11,593

  証券業における預託金 － 181,414

  証券業における信用取引資産 － 239,037

  証券業における短期差入保証金 － 1,366,422

  証券業における支払差金勘定 － 129,080

  前払金 50,000 2,283,997

  その他 116,378 609,820

  貸倒引当金 △754 △754

  流動資産合計 2,490,089 6,993,867

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 75,547 110,222

    減価償却累計額 △62,739 △68,042

    建物及び構築物（純額） 12,807 42,180

   工具、器具及び備品 434,203 454,100

    減価償却累計額 △341,083 △340,708

    工具、器具及び備品（純額） 93,119 113,391

   建設仮勘定 10,432 －

   その他 － 200

   有形固定資産合計 116,359 155,772

  無形固定資産   

   ソフトウエア 107,508 120,976

   ソフトウエア仮勘定 32,598 66,311

   のれん － 345,102

   その他 17,085 17,148

   無形固定資産合計 157,192 549,537

  投資その他の資産   

   投資有価証券 276,819 903,875

   その他 259,134 265,374

   貸倒引当金 △77,776 △77,193

   投資その他の資産合計 458,177 1,092,057

  固定資産合計 731,729 1,797,366

 資産合計 3,221,819 8,791,234
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成30年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 57,873 48,791

  短期借入金 － 616,000

  1年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債 － 749,996

  未払金及び未払費用 269,062 281,968

  証券業における信用取引負債 － 239,037

  証券業における預り金 － 61,081

  証券業における受入保証金 － 1,588,212

  未払法人税等 91,931 32,887

  1年内返済予定の長期借入金 17,400 17,400

  その他 104,027 96,611

  流動負債合計 540,296 3,731,987

 固定負債   

  長期借入金 47,300 38,600

  転換社債型新株予約権付社債 － 1,499,993

  資産除去債務 32,924 32,939

  その他 － 6,028

  固定負債合計 80,224 1,577,561

 特別法上の準備金   

  金融商品取引責任準備金 － 1,635

  商品取引責任準備金 － 11,407

  特別法上の準備金合計 － 13,043

 負債合計 620,520 5,322,592

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 996,368 1,248,816

  資本剰余金 974,042 648,868

  利益剰余金 633,025 1,527,162

  自己株式 △85 △85

  株主資本合計 2,603,351 3,424,762

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △308 32,481

  為替換算調整勘定 △17,656 △13,874

  その他の包括利益累計額合計 △17,965 18,607

 新株予約権 4,301 11,183

 非支配株主持分 11,610 14,089

 純資産合計 2,601,298 3,468,642

負債純資産合計 3,221,819 8,791,234
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年７月１日
　至 平成29年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年７月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 1,176,930 2,273,722

売上原価 586,529 805,104

売上総利益 590,401 1,468,618

販売費及び一般管理費 ※１  492,163 ※１  880,664

営業利益 98,238 587,953

営業外収益   

 受取利息 3,407 1,543

 貸倒引当金戻入額 － 583

 為替差益 449 －

 雑収入 1,737 1,444

 営業外収益合計 5,594 3,570

営業外費用   

 支払利息 270 749

 貸倒引当金繰入額 9,658 －

 為替差損 － 5,545

 支払手数料 4,750 29,962

 支払報酬 － 87,542

 雑損失 693 0

 営業外費用合計 15,372 123,800

経常利益 88,460 467,724

特別利益   

 新株予約権戻入益 86 －

 投資有価証券売却益 － 17,522

 特別利益合計 86 17,522

特別損失   

 固定資産除却損 ※２  413 ※２  377

 投資有価証券評価損 2,693 85,918

 特別損失合計 3,107 86,296

税金等調整前四半期純利益 85,439 398,950

法人税、住民税及び事業税 13,427 19,801

法人税等還付税額 － △5,701

法人税等調整額 △628 －

法人税等合計 12,798 14,099

四半期純利益 72,640 384,850

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,335 2,478

親会社株主に帰属する四半期純利益 70,304 382,372
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年７月１日
　至 平成29年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年７月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純利益 72,640 384,850

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 221 32,790

 為替換算調整勘定 △727 3,782

 その他の包括利益合計 △505 36,572

四半期包括利益 72,134 421,423

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 69,798 418,945

 非支配株主に係る四半期包括利益 2,335 2,478
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年７月１日
　至 平成29年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年７月１日
　至 平成30年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 85,439 398,950

 減価償却費 48,561 51,961

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 9,537 △582

 受取利息及び受取配当金 △3,407 △1,543

 支払利息 270 749

 為替差損益（△は益） △630 5,831

 新株予約権戻入益 △86 ―

 固定資産除却損 413 377

 投資有価証券売却損益（△は益） ― △17,522

 投資有価証券評価損益（△は益） 2,693 85,918

 売上債権の増減額（△は増加） 63,313 △177,247

 たな卸資産の増減額（△は増加） △134,973 △4,228

 前渡金の増減額（△は増加） ― 27,740

 前払金の増減額（△は増加） ― 50,000

 前払費用の増減額（△は増加） △44,397 △20,962

 未収入金の増減額（△は増加） △1,346 △462,890

 仕入債務の増減額（△は減少） △716 △9,082

 未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △5,139 △29,551

 未払消費税等の増減額（△は減少） △2,897 △8,526

 前受金の増減額（△は減少） △7,419 △2,411

 預り金の増減額（△は減少） 12,184 △996

 その他 △18,906 △2,955

 小計 2,491 △116,971

 利息及び配当金の受取額 456 1,543

 利息の支払額 △269 △958

 法人税等の支払額 △12,409 △74,092

 法人税等の還付額 2 5,995

 営業活動によるキャッシュ・フロー △9,728 △184,483

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 ― △2,666

 有形固定資産の取得による支出 △37,033 △63,080

 有形固定資産の除却による支出 ― △350

 無形固定資産の取得による支出 △75,740 △34,970

 無形固定資産の取得に伴う前払金による支出 ― △2,282,200

 投資有価証券の取得による支出 △35,000 △119,840

 貸付けによる支出 ― △100,000

 貸付金の回収による収入 2,726 1,166

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

― ※2  △247,356

 
連結の範囲の変更を伴う子会社への出資による
支出

― ※2  △600,974

 差入保証金の差入による支出 △84 △1,969

 その他 150 △1,067

 投資活動によるキャッシュ・フロー △144,981 △3,453,309
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年７月１日
　至 平成29年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年７月１日
　至 平成30年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 ― 716,000

 短期借入金の返済による支出 ― △100,000

 長期借入金の返済による支出 △3,600 △8,700

 株式の発行による収入 ― 504,235

 新株予約権の発行による収入 ― 7,544

 転換社債型新株予約権付社債の発行による収入 ― 2,249,989

 配当金の支払額 ― △64,563

 非支配株主からの払込みによる収入 30,000 ―

 財務活動によるキャッシュ・フロー 26,400 3,304,505

現金及び現金同等物に係る換算差額 △97 △2,062

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △128,407 △335,350

現金及び現金同等物の期首残高 799,481 1,578,700

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  671,074 ※1  1,243,350
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

第１四半期連結会計期間において、プレミア証券株式会社の全株式を取得し完全子会社化したことから、連結の範

囲に含めております。

プレミア証券株式会社の決算日は３月31日であり、連結決算日との差異は３ヶ月以内であるため、同社の四半期会

計期間に係る四半期財務諸表を基礎として四半期連結財務諸表を作成しております。なお、平成30年９月30日をみな

し取得日とし、かつ四半期連結決算日との差異が３ヶ月を超えないことから、当第２四半期連結累計期間は貸借対照

表のみを連結しております。

当第２四半期連結会計期間において、子会社であるOKfinc LTD.によるOctave Tech Investment S2 LLCへの出資を

行い、同社を完全子会社（孫会社）化したことから、連結の範囲に含めております。

 
(追加情報)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。

 
(四半期連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年７月１日
至 平成29年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年７月１日
至 平成30年12月31日)

従業員給与 173,222千円 253,199千円

貸倒引当金繰入額 △120千円 0千円
 

 

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年７月１日
至 平成29年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年７月１日
至 平成30年12月31日)

建物及び構築物
工具、器具及び備品

301千円
112千円

―
377千円

合計 413千円 377千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年７月１日
至 平成29年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年７月１日
至 平成30年12月31日)

現金及び預金 671,074千円 1,246,016千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 ― △2,666千円

現金及び現金同等物 671,074千円 1,243,350千円
 

 

※２　当第２四半期連結累計期間に新たに連結子会社となった会社の資産および負債の主な内容

株式の取得により新たにプレミア証券株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに同

社株式の取得による支出（純額）との関係は次のとおりであります。

 流動資産 2,142,100  千円

 固定資産 41,360  

 のれん 297,506  

 流動負債 △2,017,924  

 特別法上の準備金  △13,043  

 同社株式の取得価額 449,999  

 同社現金及び現金同等物 △202,643  

 差引：連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 247,356  
 

 

出資により新たにOctave Tech Investment S2 LLCを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに

同社への出資による支出（純額）との関係は次のとおりであります。

 流動資産 712  千円

 固定資産 554,550  

 のれん 47,595  

 流動負債 △1,171  

 同社への出資による取得価額 601,686  

 同社現金及び現金同等物 △712  

 差引：連結の範囲の変更を伴う子会社への出資による支出 600,974  
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成29年７月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成30年７月１日 至 平成30年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年９月22日
定時株主総会

普通株式 65,858 7.5
平成30年
６月30日

平成30年
９月28日

資本剰余金
 

 　（注）１株当たり配当額には創業20周年記念配当5.0円が含まれております。

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

（１）当社は、平成30年９月22日開催の第19回定時株主総会の決議に基づき、下記のとおり資本準備金の額の減少及

び剰余金の処分を行いました。

 
資本準備金の額の減少及び剰余金の処分の内容

①会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金の全額を減少させ、その他資本剰余金に振り替えました。

（イ）減少した資本準備金の額

資本準備金　　　　　　966,168千円

（ロ）増加した剰余金の額

その他資本剰余金　　　966,168千円

 
②上記資本準備金振替後のその他資本剰余金を配当原資として、第19期の期末配当を行いました。また、剰余金

の処分として、会社法第452条の規定に基づきその他資本剰余金を減少させ、繰越利益剰余金に振り替えること

により、欠損填補を行っております。

（イ）減少した剰余金の額

その他資本剰余金　　　577,622千円

（ロ）増加した剰余金の額

繰越利益剰余金　　　　511,763千円

 
（２）当社は、平成30年10月31日付で、CVI Investments, Inc.から第三者割当増資の払込みを受けました。この結

果、当第２四半期連結累計期間において資本金が249,929千円、資本準備金が249,929千円増加し、当第２四半期

連結会計期間末において資本金が1,248,816千円、資本剰余金が648,868千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　平成29年７月１日　至　平成29年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

調整額

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額（注)２
コンシュー

マー・サービス

事業

エンタープラ

イズ・ソ

リューション

事業

インバウン

ド・ソリュー

ション事業

フィンテック

事業
計

売上高

  外部顧客への売上高 188,348 680,309 308,272 ― 1,176,930 ― 1,176,930

 セグメント間の内部売上

高又は振替高
28,881 1,500 ― ― 30,381 △30,381 ―

計 217,229 681,809 308,272 ― 1,207,311 △30,381 1,176,930

セグメント利益

又はセグメント損失

（△）

△54,574 376,114 80,672 ― 402,212 △303,974 98,238

 

(注) １　セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

      ２　セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　平成30年７月１日　至　平成30年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額（注)２
コンシュー

マー・サービス

事業

エンタープラ

イズ・ソ

リューション

事業

インバウン

ド・ソリュー

ション

事業

フィンテック

事業
計

売上高        

  外部顧客への売上高 367,324 875,704 371,888 658,805 2,273,722 ― 2,273,722

 セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,201 1,500 1,899 ― 4,600 △4,600 ―

計 368,525 877,204 373,788 658,805 2,278,323 △4,600 2,273,722

セグメント利益 109,637 410,401 92,188 526,361 1,138,587 △550,633 587,953
 

(注) １　セグメント利益の調整額は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門

等に係る費用であります。

      ２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

当第２四半期連結累計期間において、プレミア証券株式会社の全株式を取得及びOctave Tech Investment S2 LLC

へ全額出資し、連結の範囲に含めたことにより、前連結会計年度の末日に比べ、「フィンテック事業」のセグメン

ト資産が2,520,044千円増加しております。
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　「フィンテック事業」において、第２四半期連結累計期間にプレミア証券株式会社の全株式を取得及びOctave

Tech Investment S2 LLCに全額出資し、連結の範囲に含めたことにより、345,102千円ののれんが発生しておりま

す。

 
４．報告セグメントの変更等に関する事項

当社グループは、第１四半期連結累計期間より、企業戦略を明確化することを目的として、従来「ナレッジイン

テリジェンス事業」「多言語CRM事業」と表示していたセグメントの名称をそれぞれ「コンシューマー・サービス事

業」「インバウンド・ソリューション事業」に名称を変更しております。当該変更は名称変更のみであり、セグメ

ント情報に与える影響はありません。なお、前第２四半期連結累計期間の報告セグメントについても、変更後の名

称で表示しております。

 
(金融商品関係)

金融商品は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、第2四半期連結貸借対照表計上額に

前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められますが、第2四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び

前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
(有価証券関係)

その他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、第２四半期連結貸借対照表

計上額に前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるため記載しております。
 
前連結会計年度（平成30年６月30日）
その他有価証券で時価のあるもの
   （千円）

種　類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差　額

(1）株　　　式 － － －

(2）債　　　券 － － －

(3）そ　の　他 － － －

合　　計 － － －
 

（注）非上場株式（連結貸借対照表上額236,819千円）、出資金（連結貸借対照表計上額40,000千円）について
は、市場価額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証
券」には含めておりません。

 
当第２四半期連結会計期間（平成30年12月31日）
その他有価証券で時価のあるもの

   （千円）

種　類 取得原価 四半期連結貸借対照表計上額 差　額

(1）株　　　式 109,880 157,178 47,298

(2）債　　　券 － － －

(3）そ　の　他 － － －

合　　計 109,880 157,178 47,298
 

（注）非上場株式（連結貸借対照表上額706,697千円）、出資金（連結貸借対照表計上額40,000千円）について
は、市場価額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証
券」には含めておりません。
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(企業結合等関係)

（取得による企業結合）

　当社は、平成30年10月15日の取締役会において、子会社であるOKfinc LTD.によるOctave Tech Investment S2

LLCへの出資を行い、同社を子会社（孫会社）化することを決議し、平成30年10月17日付で出資を完了いたしまし

た。

（１）企業結合の概要

　①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：Octave Tech Investment S2 LLC

事業の内容　　　：投資事業

　②企業結合を行った主な理由

　当社は、高度なビッグデータ分析をセキュリティ分野で活用して急成長を遂げ、世界のIT関連企業の中でも、AI

（人工知能）やサイバーセキュリティ領域において極めて評価が高く、米軍、CIA（アメリカ中央情報局）、NSA

（アメリカ国家安全保障局）といった最高級の情報機密保持、情報管理を求められる組織など豊富な顧客との取引

実績のある米国・パランティア社（Palantir Technologies Inc.）への出資と協業により、当社の事業拡大に大き

く寄与できるものとの経営判断に至り、パランティア社の本株式取得を決定いたしました。本件事業展開に係る、

パランティア社の本株式取得のために、本年（2018年）７月25日に合意に至り公表したOctave Ventures LLC（以下

「Octave社」）との協議を踏まえ、Octave社代表者のマイケル・サング・キム氏によって設立された投資目的会社

であるOctave Tech Investment S2 LLCを子会社（孫会社）化し、当該投資目的会社を通じて今後2,500万米ドル相

当のパランティア社の株式を取得してまいります。

　③企業結合日

平成30年10月17日

　④企業結合の法的形式

現金を対価とした出資

　⑤結合後企業の名称

変更ありません。

　⑥取得した議決権比率

100.0％

　⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として出資を実行したことによるものであります。

 
（２）四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成30年12月31日をみなし取得日としているため、当第２四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に被取

得企業の業績は含まれておりません。

 
（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 601百万円

取得原価 601百万円
 

 
（４）発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　①発生したのれんの金額

47百万円

　②発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

　③償却方法および償却期間

５年間にわたる均等償却
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年７月１日
至　平成29年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年７月１日
至　平成30年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 8.05円 43.20円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 70,304 382,372

　普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利
益金額（千円）

70,304 382,372

　普通株式の期中平均株式数（株） 8,732,140 8,851,511

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 8.00円 42.78円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 52,652 85,824

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要

―

平成30年10月15日開催の取
締役会決議による第15回新
株予約権
 新株予約権の数　4,000個
（普通株式 400,000株）
 
平成30年10月15日開催の取
締役会決議による第１回無
担保転換社債型新株予約権
付社債
 新株予約権の数　30個
（普通株式 1,624,541株）

 

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 
 

平成31年２月14日
 

株式会社オウケイウェイヴ

取締役会 御中
 

 

監査法人　銀河  
 

 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士 齊  藤  洋  幸 ㊞

 

 

業務執行社員  公認会計士 今  井  悦  子 ㊞
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オウケ

イウェイヴの平成30年７月１日から平成31年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成30年10月１日

から平成30年12月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年７月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オウケイウェイヴ及び連結子会社の平成30年12月31日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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